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一方で、前述の一部都心物件等について、たな卸資産評価損 38 億円を売上原価に計上することから、

営業利益は同 11 億円減益の 14 億円、金利負担の減少に伴う営業外損益の改善などにより経常利益は同

８億円減益の７億円となる見込みであります。 

また、海外事業からの撤退に伴う為替影響（為替換算調整勘定の処理）等を特別損失として 18 億円

織り込んでおりましたが、当社の連結子会社が当該海外事業の運営を当面継続することとなり、当該特

別損失の計上がなくなることから、当期純利益は２億円となる見込みであります。 

なお、当該海外事業につきましては、事業再生計画において撤退する方針としておりましたが、平成

23 年４月 25 日（本日）開催の取締役会におきまして、当該海外事業に関して、大和ハウス工業株式会

社との間で、３年後を目途に大和ハウス工業グループが当該海外事業に 85％程度出資し、共同で事業を

行うことを目的とした「業務提携に関する基本合意書」を締結することを決議しました。 

今後におきましては、当社の連結子会社が当該海外事業の運営を当面継続いたしますが、出資金額及

び出資方法等の詳細については、平成25年12月１日を目途に相互に検討・協議を開始する予定でありま

す。 

 また、東日本大震災による平成 23 年３月期業績への影響は軽微であります。 

 

※本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合

理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可

能性があります。 
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